
1/9 2025 一級 法規１回－ 1 － 

令和７年４月１日施行 脱炭素大改正による教材の訂正等 No.４ 

〔法規１・２・６・７回分〕 
2025年2月16日 

2025年目標 ＴＡＣ 一級建築士講座 

・この資料は法規１・２・６・７回分についてのものです。 

日付 頁 誤 正 

2/16 

法規テキスト 

P10 ℓ15の図 

「法６条１項二号」の図及び右欄 ℓ21 を削除 

（法６条１項二号が改正されたため。） 

法規テキスト 

P14 ℓ３～23 

■士法３条～ 

～以上の建築物（本文のみ） 

追録 B10 を参照 

法規テキスト 

P15 の図 

【３ページの※１を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P15 ℓ24 

例題中 

…高さ 12ｍ、軒の高さ９ｍの… 

 

…高さ 12ｍの…（下線部を削除） 

法規テキスト 

P20右欄ℓ16の図 

【３ページの※２を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P24 ℓ５の表 
表中、三号の部分を削除 

法規テキスト 

P40 ℓ19～33 
【５ページの※３を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P41 ℓ１ 
【５ページの※４を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P44 ℓ27 
…法６条１項一号から三号までの建築物… …法６条１項一号又は二号の建築物… 

法規テキスト 

P45 ℓ23の表 

表中 

法６条１項一号から三号の 

 

法６条１項一号又は二号の 

法規テキスト 

P46 ℓ17 

図中 

確認必要（法６条１項一号、三号のみ） 

 

確認必要（法６条１項二号） 

法規テキスト 

P133 ℓ10～35 

【７ページの※５を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P134 ℓ18の図 

「法 20 条１項三号」の図を削除 

（法 20 条１項三号が改正されたため。） 

法規テキスト 

P137 ℓ３の図 

【９ページの※６を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P138 ℓ８ 
…の場合に限り、… …の場合等にあっては、… 

法規テキスト 

P141右欄 ℓ26図 

【９ページの※７を切り貼りしてください】 

法規テキスト 

P142 ℓ28 
【９ページの※８を切り貼りしてください】 

以上のとおり、訂正をお願いいたします。 
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※１　テキストへの切り貼り用

※２　テキストへの切り貼り用
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建築士でなければできない設計又は工事監理の範囲（業務範囲）

構造 木造

鉄筋コンクリート造、鉄
骨造、石造、れんが造、コ
ンクリートブロック造、無
筋コンクリート造

すべての構造

高さ・
階数

延べ
面積
（㎡）

高さ≦16ｍ 高さ≦16ｍ 高さ＞16ｍ

階数＝１ 階数＝２ 階数＝３ 階数≦２ 階数＝３ （地上）階数≧４

資格要求な
し（誰でも
よい。）

※ ※ ※

※

（注）※�印部分の、学校、病院、劇場、映画館、観覧場、公会堂、集会場（オーディトリアムのないものを除く。）、
百貨店の場合は、一級建築士に限る。

例題　（H27213）
延べ面積1,200㎡、高さ12ｍの鉄骨造の既存建築物につい
て、床面積250㎡の部分で大規模の修繕を行う場合において
は、当該修繕に係る設計は、一級建築士又は二級建築士でな
ければしてはならない。

第２章　免許等
■士法４条【建築士の免許】
１項 一級建築士は国土交通大臣の免許
２項 免許登録要件（実務経験の年数）
３項 二級・木造建築士は都道府県知事の免許

■士法５条【免許の登録】→規則３条
→�登録事項（�中央指定登録機関＝日本建築士会連合会が一

級建築士名簿に登録する事項）
…名簿に記載されて閲覧される

３条１項一号 ３条１項四号 ３条１項三号 ３条１項二号・三号

資格要求なし
（誰でもよい。）
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1,000

一級建築士、
二級建築士又は
木造建築士

一級建築士又は
二級建築士

一級建築士

解答　正
士法３条の「一級建築士でなければしては
ならない」ものに該当しないことがポイン
ト。設問がもしも「床面積350㎡」だったら、
士法３条に該当し、「一級建築士でなけれ
ばしてはならない。」が正であり、「一級建
築士又は二級建築士でなければしてはなら
い。」という設問は誤り。

※�「免許登録要件」と「受験資格要件」は
異なる。

★ポイント★
・�登録事項と届出事項は異なるので、それ
ぞれ規則３条、規則８条で確認する。
・�「勤務先の建築士事務所の名称」は、登
録事項には含まれないが、届出事項には
含まれる。

第１編　建築士法・建設業法
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■士法20条の２【構造設計に関する特例】

例題　（H23231）
二級建築士が設計できる用途、構造、規模の建築物につい
ては、限界耐力計算により構造設計を行う場合であっても、
構造設計一級建築士の関与は義務づけられていない。

〈この条文は〉
「構造設計一級建築士の関与」について規
定している。
・１項
　構造設計一級建築士による構造設計
・２項
　構造設計一級建築士による法適合確認

403建築士法　第４章
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４　建築士は、前項の規定による文書での報告に代
えて、政令で定めるところにより、当該建築主
の承諾を得て、当該結果を電子情報処理組織を
使用する方法その他の情報通信の技術を利用す
る方法であって国土交通省令で定めるものによ
り報告することができる。この場合において、
当該建築士は、当該文書での報告をしたものと
みなす。

▪政令【情報通信の技術を利用する方法】令７条�➡４１８ 

▪省令【情報通信の技術を利用する方法】規則１７条�の１６、

１７条�の１７➡４２４ 

５　建築士は、大規模の建築物その他の建築物の建
築設備に係る設計又は工事監理を行う場合にお
いて、建築設備士の意見を聴いたときは、第１
項の規定による設計図書又は第３項の規定によ
る報告書（前項前段に規定する方法により報告
が行われた場合にあっては、当該報告の内容）
において、その旨を明らかにしなければならな
い。

■関連【建築設備士】規則１７条�の１８➡４２５ 

【構造設計に関する特例】
第 20 条の２　構造設計一級建築士は、第３条第１

項に規定する建築物のうち建築基準法第 20 条
第１項第一号又は第二号に掲げる建築物に該当
するものの構造設計を行った場合においては、
前条第１項の規定によるほか、その構造設計図
書に構造設計一級建築士である旨の表示をしな
ければならない。構造設計図書の一部を変更し
た場合も同様とする。

▪建築基準法２0条�➡３２ 

２　構造設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の構造設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、構造設計
一級建築士に当該構造設計に係る建築物が建築
基準法第 20 条（第１項第一号又は第二号に係
る部分に限る。）の規定及びこれに基づく命令
の規定（以下「構造関係規定」という。）に適
合するかどうかの確認を求めなければならな
い。構造設計図書の一部を変更した場合も同様
とする。

▪省令【構造設計一級建築士への法適合確認】規則１７条�の１７

の２➡４２５ 

３　構造設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が構造
関係規定に適合することを確認したとき又は適

合することを確認できないときは、当該構造設
計図書にその旨を記載するとともに、構造設計
一級建築士である旨の表示をして記名及び押印
をしなければならない。

４　構造設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、構造設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

【設備設計に関する特例】
第 20 条の３　設備設計一級建築士は、階数が３以

上で床面積の合計が 5,000㎡を超える建築物の
設備設計を行った場合においては、第 20 条第
１項の規定によるほか、その設備設計図書に設
備設計一級建築士である旨の表示をしなければ
ならない。設備設計図書の一部を変更した場合
も同様とする。

２　設備設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の設備設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、設備設計
一級建築士に当該設備設計に係る建築物が建築
基準法第 28 条第３項、第 28 条の２第三号（換
気設備に係る部分に限る。）、第 32 条から第 34
条まで、第 35 条（消火栓、スプリンクラー、
貯水槽その他の消火設備、排煙設備及び非常用
の照明装置に係る部分に限る。）及び第 36 条（消
火設備、避雷設備及び給水、排水その他の配管
設備の設置及び構造並びに煙突及び昇降機の構
造に係る部分に限る。）の規定並びにこれらに
基づく命令の規定（以下「設備関係規定」とい
う。）に適合するかどうかの確認を求めなけれ
ばならない。設備設計図書の一部を変更した場
合も同様とする。

▪省令【設備設計一級建築士への法適合確認】規則１７条�の１７

の３➡４２５ 

３　設備設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が設備
関係規定に適合することを確認したとき又は適
合することを確認できないときは、当該設備設
計図書にその旨を記載するとともに、設備設計
一級建築士である旨の表示をして記名及び押印
をしなければならない。

４　設備設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、設備設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

建築士法●　第 20 条の 2
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４　建築士は、前項の規定による文書での報告に代
えて、政令で定めるところにより、当該建築主
の承諾を得て、当該結果を電子情報処理組織を
使用する方法その他の情報通信の技術を利用す
る方法であって国土交通省令で定めるものによ
り報告することができる。この場合において、
当該建築士は、当該文書での報告をしたものと
みなす。

▪政令【情報通信の技術を利用する方法】令７条�➡４１８ 

▪省令【情報通信の技術を利用する方法】規則１７条�の１６、

１７条�の１７➡４２４ 

５　建築士は、大規模の建築物その他の建築物の建
築設備に係る設計又は工事監理を行う場合にお
いて、建築設備士の意見を聴いたときは、第１
項の規定による設計図書又は第３項の規定によ
る報告書（前項前段に規定する方法により報告
が行われた場合にあっては、当該報告の内容）
において、その旨を明らかにしなければならな
い。

■関連【建築設備士】規則１７条�の１８➡４２５ 

【構造設計に関する特例】
第 20 条の２　構造設計一級建築士は、第３条第１

項に規定する建築物のうち建築基準法第 20 条
第１項第一号又は第二号に掲げる建築物に該当
するものの構造設計を行った場合においては、
前条第１項の規定によるほか、その構造設計図
書に構造設計一級建築士である旨の表示をしな
ければならない。構造設計図書の一部を変更し
た場合も同様とする。

▪建築基準法２0条�➡３２ 

２　構造設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の構造設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、構造設計
一級建築士に当該構造設計に係る建築物が建築
基準法第 20 条（第１項第一号又は第二号に係
る部分に限る。）の規定及びこれに基づく命令
の規定（以下「構造関係規定」という。）に適
合するかどうかの確認を求めなければならな
い。構造設計図書の一部を変更した場合も同様
とする。

▪省令【構造設計一級建築士への法適合確認】規則１７条�の１７

の２➡４２５ 

３　構造設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が構造
関係規定に適合することを確認したとき又は適

合することを確認できないときは、当該構造設
計図書にその旨を記載するとともに、構造設計
一級建築士である旨の表示をして記名及び押印
をしなければならない。

４　構造設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、構造設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

【設備設計に関する特例】
第 20 条の３　設備設計一級建築士は、階数が３以

上で床面積の合計が 5,000㎡を超える建築物の
設備設計を行った場合においては、第 20 条第
１項の規定によるほか、その設備設計図書に設
備設計一級建築士である旨の表示をしなければ
ならない。設備設計図書の一部を変更した場合
も同様とする。

２　設備設計一級建築士以外の一級建築士は、前項
の建築物の設備設計を行った場合においては、
国土交通省令で定めるところにより、設備設計
一級建築士に当該設備設計に係る建築物が建築
基準法第 28 条第３項、第 28 条の２第三号（換
気設備に係る部分に限る。）、第 32 条から第 34
条まで、第 35 条（消火栓、スプリンクラー、
貯水槽その他の消火設備、排煙設備及び非常用
の照明装置に係る部分に限る。）及び第 36 条（消
火設備、避雷設備及び給水、排水その他の配管
設備の設置及び構造並びに煙突及び昇降機の構
造に係る部分に限る。）の規定並びにこれらに
基づく命令の規定（以下「設備関係規定」とい
う。）に適合するかどうかの確認を求めなけれ
ばならない。設備設計図書の一部を変更した場
合も同様とする。

▪省令【設備設計一級建築士への法適合確認】規則１７条�の１７

の３➡４２５ 

３　設備設計一級建築士は、前項の規定により確認
を求められた場合において、当該建築物が設備
関係規定に適合することを確認したとき又は適
合することを確認できないときは、当該設備設
計図書にその旨を記載するとともに、設備設計
一級建築士である旨の表示をして記名及び押印
をしなければならない。

４　設備設計一級建築士は、第２項の規定により確
認を求めた一級建築士から請求があったとき
は、設備設計一級建築士証を提示しなければな
らない。

建築士法●　第 20 条の 2

高度な構造計算が必要な建築物
建築基準法20条１項
一号　超高層建築物（高さ60ｍ超）
・時刻歴応答解析
二号　一定規模超の建築物（次表）
・限界耐力計算
・保有水平耐力計算
・許容応力度等計算

既存建築物の大規模の修繕（耐震改修など）
に係る構造設計も含まれる。（H23232）

※�工事監理については、構造設計一級建築
士の関与は義務付けられていない。

木 造 Ｓ 造 ＲＣ造

高さ60ｍ超

高さ31ｍ超

高さ20ｍ超
地上４階以上

or
高さ16ｍ超

時刻歴応答解析

限界耐力計算 or

保有水平耐力計算

許容応力度等計算

許容応力度計算

階数３以上
or 300㎡超

階数２以上
or 200㎡超階数・面積

構造計算

適
判
必
要

構
造
設
計
一
級
の
関
与

一号

二号

三号

四号

基準法
20条１項

ルート３

ルート２

ルート１

耐久性等
関係規定

仕様規定
一部除外

全仕様
規定

構造
安全
証明書

解答　正
・�一級建築士でなくても設計できるのに、
構造設計一級建築士の関与が義務付けら
れるはずがない。
・�建築士法20条の２第１項において「第３
条第１項（一級建築士でなければできな
い設計又は工事監理）に規定する建築物
のうち」と限定されている。
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第２節　確認申請等の手続き規定

■法６条（確認申請）

指定確認検査機関

①
確
認
が
必
要
な
行
為

②
申
請

構
造
設
計
一
級
建
築
士

等
の
関
与

③
審
査

④
確
認
済
証
の
交
付

⑤
着
工

⑥
中
間
検
査
の
申
請

⑦
中
間
検
査
の
合
格
証

⑧
工
事
完
了

⑨
完
了
検
査
の
申
請

⑩
検
査
済
証
の
交
付

⑪
使
用
開
始

建築主事
法６条の２
法６条

法５条の６ 法６条の３ 法７条の６

構
造
計
算
適
合
性
判
定

仮
使
用
の
申
請

階数３以上の
共同住宅等

仮
使
用
の
認
定

法７条の４
法７条の３

法７条の２
法７条

２項

防火・準防火地域外

増築・改築・移転

１項

三号（一号・二号以外で
都市計画区域等内）

建築（新築・増築・改築・移転）

大規模の修繕・模様替

10㎡以内

建築（新築・増築・改築・移転）

確認不要

確認必要

確認が必要な行為（法６条）

日本全国

都市計画区域

防火・準防火地域

全国
どこ
でも

P１

一号（特殊建築物
200㎡超）

二号（階数２以上
or 200㎡超）

★ポイント★
都市計画区域内の大規模の修繕・模様替に
ついては、一号・二号を確認する。

★ポイント★
防火・準防火地域は、都市計画区域内に定
められる。
「防火・準防火地域内の建築（新築・増築・
改築・移転）」は２項に該当しないので、
１項三号により、規模にかかわらず確認が
必要。

一号・二号は、全国どこでも確認が必要な
要件。

※�建築物の「規模」とは、面積、高さ、階
数をさす。
※法６条２項の「10㎡」は６畳程度。
６畳＝６×（1.82ｍ×0.91ｍ）≒６×1.66＝9.96㎡
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→令９条（建築基準関係規定）
→規則３条の２（計画の変更に係る確認を要しない軽微な
変更）

■法６条９項　→規則１条の３（確認申請書の様式）
　　　　　　　→１項一号ロ⑴に基づく表２の図書

＜確認申請等に関する法６章（雑則）の準用＞
①法85条（仮設建築物）

確認申請の要否
１項 ・非常災害時の応急仮設建築物 不要

２項
・災害時の応急仮設建築物
・工事現場事務所
　（現場＝敷地内。H26043）

不要

６項
１年以内の期間の
仮設興行場等（仮設興行場、博覧
会建築物、仮設店舗等）

要

７項

国際的な会議・競技会用に１年を
超えて使用する
仮設興行場等（仮設興行場、博覧
会建築物、仮設店舗等）

要
（８項により
建築審査会の
同意が必要）

全国どこでも

都市計画区域内

大規模の修繕・模様替

三号によりすべて

P２

一号（特殊建築物
200㎡超）

二号（階数２以上
or 200㎡超）

建築
（新築・増築・改築・移転）

大規模の修繕・模様替

一号（特殊建築物
200㎡超）

二号（階数２以上
or 200㎡超）

建築
（新築・増築・改築・移転）

確認が必要な行為（法６条）

都市計画区域内

防火地域

準防火地域
内 の 建築（ 新築・増築・改築・移転 ） 確認要

防火地域

準防火地域
外 の 建築（ 新築・増築・改築・移転 ）

10㎡超 10㎡以内
確認要 確認要 確認不要

※�「地方公共団体が建築する公益上必要な
応急仮設の共同住宅（H27034）」は、２
項の「公益上必要な用途に供する応急仮
設建築物」に該当する。
※法85条２項の「停車場」とは、駅のこと。
※�停車場、官公署等の応急仮設建築物につ
いては公益上の観点から即刻復旧すべき
ものであること、工事現場の仮設建築物
については工事完了後は撤去されること
が前提となっているため、広範に規定の
適用が除外されている。
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第８節　構造強度

１．構造方法
■法20条（構造耐力）
建築物の構造（構造種別）と規模（階数・延べ面積・高
さ）の区分ごとに、構造方法について
①令36条以降の技術的基準（仕様規定）に適合すること
②令81条以降の構造計算で安全性を確かめること

※�「構造耐力」と「構造強度」は同じ意味
である。
「構造耐力」は法20条の見出しである。
�それに基づいて令３章（令36条から令99
条）があるが、令３章の名称は「構造強
度」となっている。

135

第1節　荷重・外力

5

10

15

20

25

30

35

法20条
建築物の構造・規模種別

令81条
構造計算方法

令36条
適合させる仕様規定

超高層建築物 高さ >60m 時刻歴応答解析 耐久性等関係規定

一定規模超の
建築物

 31m超
いずれでもよい

限界耐力計算 耐久性等関係規定

保有水平耐力計算
（ルート3）

仕様規定の一部除外

 31m以下
許容応力度等計算
（ルート2）

全仕様規定

中低層等の
建築物

木造
階数≧ 3 or
延べ面積 >300㎡

許容応力度計算（ルート1） 全仕様規定S 造
RC 造
SRC 造

階数≧ 2 or
延べ面積 >200㎡

小規模建築物 上欄以外 構造計算不要 全仕様規定

法20条1項一号 令81条1項 令36条1項

法20条1項二号
＋令36条の2 木造、

Ｓ造
階数（地階を除く）≧4
or 高さ>16m

RC 造、
SRC 造

高さ >20m

令81条2項一号 令36条2項二号

令36条2項一号

令81条2項二号 令36条2項三号

法20条1項三号 令81条3項 令36条3項

法20条1項四号 令36条3項

ロ

イ

〈表の覚え方のヒント〉
（1）木造について
　・確認申請が必要なのは
　　階数２以上�or�200㎡超
　・許容応力度計算が必要なのは
　　階数３以上�or�300㎡超
　＜覚え方＞
　 「木造　確認にんにん　計算さんざん」
　（2）二号の構造種別・規模について
　・�「高さ」による。延べ面積によらない。
高くなると、高度な構造計算が必要に
なる。

　・�二号の中で、さらに高さ31ｍで構造計
算及び技術的基準（仕様規定）が変わ
る。

木 造 Ｓ 造 ＲＣ造

高さ60ｍ超

高さ31ｍ超

高さ20ｍ超
地上４階以上

or
高さ16ｍ超

時刻歴応答解析

限界耐力計算 or

保有水平耐力計算

許容応力度等計算

許容応力度計算

階数３以上
or 300㎡超

階数２以上
or 200㎡超階数・面積

構造計算

適
判
必
要

構
造
設
計
一
級
の
関
与

一号

二号

三号

四号

基準法
20条１項

ルート３

ルート２

ルート１

耐久性等
関係規定

仕様規定
一部除外

全仕様
規定

構造
安全
証明書
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〈各種構造の仕様規定の注意点〉
■令46条（木造：構造耐力上必要な軸組等）

■令55条（組積造：壁の厚さ）
組積造の壁の厚さは、
１項、２項を両方満たす必要あり。
１項：階数と壁の長さによる規定
２項：壁の高さに対する割合による規定

■令62条の８（補強コンクリートブロック造：塀）

■令66条（鉄骨造：柱の脚部）
　滑節構造＝ピンローラー

　
軸組
　壁を設けた軸組

　　　　筋かいを設けた軸組木造の構造計算

③ 地上４階以上 or 高さ16ｍ超

② 階数３以上 or 延べ面積300㎡超

① 階数２以上 or 延べ面積50㎡超

偏心率0.15以下

階全体の存在壁量≧必要壁量

許容応力度計算（ルート１）

許容応力度等計算（ルート２）

４分割法 or 偏心率0.3以下
注意

「木造の建築物の軸組の構造方法及び設置の基準を

定める件」（令46条４項に基づくS56告示1100号）

（令46条４項） 構造計算とは呼ばない

P４

補強コンクリートブロック造の塀

壁の高さ
≦2.2m

控壁間の
壁の長さ
≦3.4m

控壁
高さの1/5以上

壁厚
高さ≦2mで≧10cm
高さ＞2mで≧15cm

鉄筋径≧9mm
縦横間隔≦80cm

基礎の丈
≧35cm

基礎の
根入れ深さ
≧30cm

基礎に9㎜以上の鉄筋

壁頂9㎜
以上の鉄筋

※７　テキストへの切り貼り用
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５．構造計算適合性判定
■法６条の３（構造計算適合性判定）
構造計算適合性判定とは、構造計算書偽造問題を発端と
して平成19年に導入された制度で、確認申請書に添付され
る構造計算書について、建築主事や指定確認検査機関が行
う審査とは別に、構造設計の実務経験者を主とする第三者
機関が「構造計算のダブルチェック」を行うものである。

「建築主は、第６条第１項の場合において、申請に係る
建築物の計画が▲「特定構造計算基準」▲又は▲「特定増改
築構造計算基準」▲に適合するかどうかの確認審査▲を要
するものであるときは、構造計算適合性判定▲の申請書を
提出して都道府県知事の構造計算適合性判定を受けなけれ
ばならない。」

８項
建築主は、建築主事等の確認を受ける場合は、確認申請
審査期間の末日の３日前までに、適合判定通知書又はその
写しを提出しなければならない。

都道府県知事
指定構造計算適合性判定機関

or

建築主

確認申請

①構造計算適合性判定の申請①
②適合判定通知書の交付
③適合判定通知書の提出…建築主事の場合は
　　　　　　　　　　　　３日前まで

建築主事等
指定確認検査機関

②
③

※�都道府県知事は、指定
構造計算適合性判定機
関に判定を行わせると
きは、自らは行わない。
（法18条の２第３項）

※�「指定構造計算適合性判定機関」による
構造計算適合性判定の実施については、
法18条の２。（脚注参照）
※�法18条の２第４項、法77条の35の５によ
り、指定構造計算適合性判定機関が構造
計算適合性判定を行う場合においては、
法６条の３第１項の規定中「都道府県知
事」とあるのは、「法18条の２第１項の
規定による指定を受けた者（指定構造計
算適合性判定機関）」とする。

木 造 Ｓ 造 ＲＣ造

高さ60ｍ超

高さ31ｍ超

高さ20ｍ超
地上４階以上

or
高さ16ｍ超

時刻歴応答解析

限界耐力計算 or

保有水平耐力計算

許容応力度等計算

許容応力度計算

階数３以上
or 300㎡超

階数２以上
or 200㎡超階数・面積

構造計算

適
判
必
要

構
造
設
計
一
級
の
関
与

一号

二号

三号

四号

基準法
20条１項

ルート３

ルート２

ルート１

耐久性等
関係規定

仕様規定
一部除外

全仕様
規定

構造
安全
証明書

★注意★
時刻歴応答解析は、個別に大臣認定を受
けているため、適判不要。

計算のダブルチェック

高度な設計への関与

構造設計一級建築士の関与(設計･法適合確認)
士法20条の２（構造設計に関する特例）

建築基準法20条１項
⇒  一号

二号

構造計算適合性判定
建築基準法６条の３

建築基準法20条１項

⇒  二号イ（計算方法 or プログラム）
三号イ（プログラム）

建築士法20条の２、建築基準法６条の３

法20条１項一号
時刻歴応答解析

法20条１項二号イ
限界耐力計算

保有水平耐力計算 ３
許容応力度等計算 ２

法20条１項三号イ
許容応力度計算 １

特定構造
計算基準

PJ

本試験の〔注意事項〕により、

「認定プログラム」は考慮しない。

×

★注意★
本試験において問題冊子の表紙に記載さ
れる〔注意事項〕により、「構造方法等
の認定（認定プログラムを含む）」の適
用については、問題の文章中に特に記述
がない場合にあっては考慮しないものと
する。

※８　テキストへの切り貼り用
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■法６条の３第１項ただし書

①�「構造設計一級建築士の関与」が必要か否かは、建築
物の用途、構造、規模によって決まる。（士法20条の２）
・�一級建築士が設計しなければならない建築物のう
ち、建築基準法20条１項一号又は二号に該当する
建築物は必要。
・例えばＲＣ造では20ｍ超であれば必要。
・�二級建築士が設計できる用途、構造、規模の建築
物については、限界耐力計算により構造設計を行
う場合であっても、構造設計一級建築士の関与は
義務づけられていない。（正）（H23231）
・�既存建築物の大規模の修繕に係る構造設計につい
ても、建築物の用途、構造、規模によっては、構
造設計一級建築士の関与が義務づけられることが
ある。（正）（H23232）
・�工事監理については、構造設計一級建築士の関与
は義務づけられていない。（正）（H30213）

②�「構造計算適合性判定」が必要か否かは、構造計算の
方法によって決まる。（建築基準法６条の３）
・�限界耐力計算、保有水平耐力計算、許容応力度等
計算（原則）を行った建築物は必要。
・�許容応力度計算でも良いところ、上位の構造計算
として、限界耐力計算、保有水平耐力計算、許容
応力度等計算（原則）を行った場合も、構造計算適
合性判定が必要。（正）（R02134）

ポイント

※士法20条の２の表現
�「･･･に掲げる建築物に該当するものの構
造設計を行った場合においては、･･･」

※建築基準法６条の３の表現
�「･･･特定構造計算基準･･･に適合するか
どうかの確認審査を要するものであると
きは、･･･」

法６条の３第１項二号について
法20条１項四号の構造計算が不要な小規模
の建築物であっても、伝統的構法等で一部
の仕様規定を満たせない場合は高度な構造
計算が必要になり、適判が必要となるとこ
ろ、構造設計一級建築士が設計又は法適合
確認を行い、構造計算適合性判定資格者（規
則３条の13第１項本文かっこ書）である建
築主事等が確認審査を行う場合は、構造計
算適合性判定は不要である。

次の各号の確認審査を、高度の専門的知識を
有する建築主事等（特定建築基準適合判定資格者：
規則３条の13）がする場合は適判不要。

特定建築基準適合判定資格者の審査による適判除外

法６条の３
第１項
ただし書

法20条１項四号（構造計算が不要なもの）のうち、構造設計
一級建築士が構造設計又は法適合確認を行ったもの

一号

二号

法20条１項二号イのうち、確認審査が比較的容易なもの
（令９条の３、令81条２項二号イにより許容応力度等計算）

法20条１項二号イ

P３


